機密保持契約書
　大学名（以下「甲」という）とステディデザイン株式会社（以下「乙」という）は、甲および乙の機密情報を開示するに当たり、以下のとおり契約を取り交わす。
（開示の目的）
第１条　甲および乙は、カスタムIC開発の目的で、甲および乙が必要と認める範囲で、第２条に定める自己の機密情報をお互いに開示するものとする。
（機密情報）
第２条　本契約において機密情報とは、甲および乙が互いに開示するソフトウェア、ハードウェアおよび付属する書類等の有形無形の技術上、業務上、その他一切の情報であって、次の各号に定める情報ならびに情報交換を行う過程において直接もしくは間接に知り得た甲および乙の業務上の機密事項（以下「本機密情報」という）をいう。
　　（１）文書により開示され機密である旨の表示がなされている情報。
　　（２）電子ファイル、電子メールその他の電子的手段により開示、提供され、開示、提供の際に機密である旨の表示がなされている情報。
　　（３）口頭、映像その他文書または電子的手段以外の媒体により開示、提供された情報にあっては、開示、提供の際に機密情報である旨を明示し、開示後３０日以内に開示当事者が当該情報を記載した文書を作成し、これに開示の日時、場所および開示を受けた相手方当事者の氏名を記載し、かつ、機密である旨の表示をして相手方当事者に通知した一切の情報。
（機密情報の除外項目）
第３条　相手方の事前の文書による承諾を得たもの、および次の各号の一つに該当するものについては本機密情報から除かれるものとする。
　　（１）開示時に公知であった情報および開示後に受領者の責によらず公知となった情報。
　　（２）開示時に既に受領者が保有していた情報。
　　（３）受領者が第三者から機密保持義務を負うことなく正当に入手した情報。
　　（４）相手方の機密情報に依存することなく、他の研究開発活動において独自に開発、取得した情報。
（機密保持）
第４条　甲および乙は、本機密情報を自己の機密と同等の注意義務をもって管理し、相手方の事前の文書による承諾なしに本機密情報を第三者に開示、漏洩してはならない。
   ２　 甲および乙は、本契約の目的における必要最小限度の利用を除き、本機密情報または本機密情報を含む一切の物件について、複製、複写、翻案、翻訳、解析、リバースエンジニアリング、デコンパイル、逆アセンブル等の行為をしてはならない。
   ３　 甲および乙は、本契約の目的を遂行するために接する必要のある自己の役員、従業員ならびに自己が指定し相手方が同意した者（以下「情報受領者」という）に限り本機密情報を開示できるものとし、当該情報受領者に対しては、本契約の存在を告知し本契約に規定されている機密保持義務について遵守させなくてはならない。
４　 第１項に拘わらず乙は、甲の本機密情報を乙の半導体製作の委託先であるMacronix International Co., Ltd.（以下「MXIC」という）に開示できるものとする。ただし、この場合乙は本契約において自己が負うのと同等の義務をMXICに負わせるものとし、MXICの行為について一切の責任を負うものとする。
（目的外の使用禁止）
第５条　甲および乙は、相手方の事前の文書による承諾を得ない限り、第１条で規定する開示の目的以外に本機密情報を使用しまたは利用しないものとする。
（知的財産権）
第６条　甲および乙は、本契約の目的を遂行する過程で本機密情報に関連した発明等およびプログラムの著作物を含む知的財産権が発生した場合においては、直ちに相手方に通知し、その取扱いにつき協議するものとする。
（解除・損害賠償）
第７条　甲または乙は、相手方またはその役員もしくは従業員（その業務に従事する者を含む）において、次の各号の一つに該当することが判明したときは、何らの通知催告を要せずに、直ちに本契約の全部または一部を解除することができる。
（１）本契約の各条項の一つに違反したとき。
（２）暴力団、暴力団員・準構成員、暴力団関係企業、特殊知能暴力集団その他これらに準じる者、またはこれらの者と密接な関わりを持つ者であることが判明したとき。
（３）自ら、または第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的責任を超える不当な要求行為、詐術・脅迫的行為、業務妨害行為その他これらに準じる行為を行ったとき。
　２　前項の事由により甲または乙が損害を被ったときは、相手方に対しその損害の賠償を求めることができる。
３　 第１項による解除は、前項の損害賠償の請求を妨げない。
（機密情報の返還）
第８条　甲および乙は、相手方から正当な要求がなされたとき、または本契約が終了したときは、直ちに開示を受けた本機密情報（複製物を含む）を相手方に返還するものとする。ただし、相手方が文書により承諾した場合には、破棄したことを証する文書の相手方への提出で代えることができる。
（有効期間）
第９条　本契約の有効期間は、本契約締結の日から１年間とする。

但し、甲乙協議の上、この期間を延長または短縮することができる。

　 ２ 　前項にかかわらず、第４条乃至第６条の規定は、本契約の有効期間満了後または解除後もなお５年間有効とする。
（協議事項）
第１０条　本契約に定めのない事項または本契約の解釈につき疑義を生じた事項については、甲および乙はその都度協議のうえ友好的に解決するものとする。
　本契約書締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各１通を保有する。
　　平成２５年　 月　　日
                   
　　　

                   
甲　　
住所
大学　学部学科
研究室名など
責任者名
                   
　　　
兵庫県神戸市中央区熊内町６丁目２番１号
                   
乙　　
ステディデザイン株式会社
　　　　　　　　　　　　 
代表取締役　守谷直樹
